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◇ 国の農業・農村政策 ４つの改革

◇ 平成２６年産米の生産数量目標の配分決定！
○生産数量目標は２７,２１５トン（換算面積4,716ha）

・基準単収 ５７７㎏/10ａ（前年対比▲1㎏）
・米の配分率 ５７.４４％（前年対比▲1.79％）
・転作率 ４２.５６％（前年対比＋1.79％）

［お問い合わせ］農業農村振興課水田総合利用担当
℡ ８６６－２１１６

国は、担い手への農地集積と集約化により、農業構造の改革と生産コストの削減を推
進するため、各都道府県に農地中間管理機構を設立します。

○農地中間管理機構の主な役割
① 農地の借り受け
② 必要な場合には大区画化等の条件整備を実施
③ 担い手への規模拡大や利用する農地の集約化
に配慮した農地の貸し付け

改革１ 農地中間管理機構の創設

改革２ 経営所得安定対策の見直し

① 畑作物の直接支払交付金（ゲタ）

・平成26年産 → 現行どおり実施

・平成27年産 → 認定農業者、集落営農及び認定就農者を対象として実施

（規模要件なし）
② 米・畑作物の収入影響緩和対策（ナラシ）
・平成26年産 → 現行どおり実施(ナラシ対策非加入者に対する影響緩和対策

を実施)
・平成27年産 → 認定農業者、集落営農及び認定就農者を対象として実施

（規模要件なし）
③ 米の直接支払交付金
・平成26年産米から単価を7,500円/10a
・平成29年産までの時限措置として実施
（平成30年産から廃止）

④ 米価変動補填交付金
・平成26年産米から廃止
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改革３ 水田フル活用と米政策の見直し

平成27年度から農業の多面的機能の維持・発揮のための地域活動に対して支援する
多面的機能支払が実施されます。

① 農地維持支払（新設）

・支援対象 農地法面の草刈り、水路の泥上げ、農道の砂利補充等の保全活動や農

村の構造変化に対応した体制の拡充・強化など

② 資源向上支払（組替） 【10ａ当たり交付単価】
・支援対象 水路、農道、ため池の軽微な

補修、植栽による景観形成、
環境保全づくりなど

③ 中山間地域等直接支払（継続）
・中山間地域等の条件不利地域（傾斜地等）
と平地とのコスト差（生産費）を補正

④ 環境保全型農業直接支援（継続）
・環境保全効果の高い営農活動を行うことにより生じる追加コストを支援

① 水田活用の直接支払交付金

・交付単価（10a当たり） 麦、大豆、飼料作物 ３.５万円

米粉用米、飼料用米 ５.５～１０.５万円

（収量に応じ）

ＷＣＳ用稲 ８.０万円

加工用米 ２.０万円

・平成26年産から飼料用・米粉用米への数量払いを導入

・地域の裁量で活用可能な産地交付金の充実スペースなど

② 米政策の見直し

・５年後を目処に、行政による生産数量目標配分に頼ら

ず国の需給見通しなどを参考に、需要に応じた生産が

行えるよう、生産者や関係機関が一体となって取り組

む。

本市農業の担い手としての模範的な活動や優れた
業績を表彰し、その成果の普及と農業者等の意欲向
上などを図るため、これまでの農業関係表彰事業を
一本化し、次のとおり表彰式を行います。

○第１回表彰式
日 時 ２月６日（木）PM４時
会 場 秋田ビューホテル
［お問い合わせ］
農林総務課 企画・管理担当
℡ ８６６－２１１５

◇ 秋田市農業大賞を新設しました！

改革４ 日本型直接支払制度の創設

２４０円２５０円草地

１,４４０円２,０００円畑

２,４００円３,０００円田

資源向上支払農地維持支払


